
　特別会計とは、特定の事業を行
う場合や特定の収入で事業を行う
場合に、経理を他の会計と区別す
る必要があるため、法律や条例で
設置しているものです。
　本市には、国民健康保険事業費、
下水道事業、農業集落排水、介護
保険、子育て支援券、後期高齢者
医療、須賀川財産区の７つの特別
会計があります。

　水道事業の収支は、収益的収支と資本的収支に大
別できます。
　収益的収支とは、事業運営を目的とした収支で
す。収入には水道料金、加入金、一般会計からの営
業補助金などがあり、支出には水道管修繕費、人件
費、借入金利子償還金などがあります。
　資本的収支とは、施設整備を目的とした収支で
す。収入には工事のための国・県補助金や起債（借
入金）、工事負担金などがあり、支出には水道管布
設工事費、移設工事費や借入金の元金償還金などが
あります。

土地　5,678,596㎡　　　　　建物　328,106㎡ 　　　　　基金　80 億 7286 万円

《収益的収支》
事業運営を目的とした収支

収入 6 億 8101 万円
支出 3 億 4516 万円

《資本的収支》
設備整備を目的とした収支

収入 2868 万円
支出 1 億 5435 万円

■収入および支出の状況

給水戸数 26,431 戸
給水人口 69,762 人

■業務の状況

会計名 予算現額 収入済額 収入率
支出済額 支出率

国民健康保険事業費 95 億 3300 万円 43 億 4874 万円 45.6%
38 億 7040 万円 40.6%

下水道事業 22 億 3950 万円 7 億 1747 万円 32.0%
7 億 5224 万円 33.6%

農業集落排水事業 2 億 0510 万円 9750 万円 47.5%
7464 万円 36.4%

介護保険 62 億 0960 万円 29 億 3499 万円 47.3%
24 億 6176 万円 39.6%

子育て支援券 9 億 1190 万円 7 億 7958 万円 85.5%
4 億 0266 万円 44.2%

後期高齢者医療 6 億 1260 万円 3 億 2756 万円 53.5%
2 億 0311 万円 33.2%

須賀川財産区 118 万円 178 万円 151.2%
1 万円 0.8%

税　目 予算現額 収入済額

固定資産税 47 億 1207 万円 33 億 8613 万円

市民税 44 億 4152 万円 20 億 6741 万円

市町村たばこ税 5 億 1000 万円 2 億 6682 万円

都市計画税 3 億 1138 万円 2 億 2268 万円

軽自動車税 1 億 7785 万円 1 億 7331 万円

入湯税 1980 万円 1031 万円

特別土地保有税 0.1 万円 292 万円

合計 101 億 7264 万円 61 億 2958 万円

■市税の状況

■特別会計の状況

■財産の状況

■水道事業の状況

固定資産税

市民税

市町村たばこ税

都市計画税

軽自動車税

入湯税

特別土地
保有税

0 10 20 30 40 50

企業債 63 億 1227 万円
一時借入金 0 円

■企業債および一時借入金の現在高

億円
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平成 27年度上半期財政状況（平成27年 9月 30日現在）
大田原市の財政状況

■歳入

■歳出
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科　目 予算現額 収入済額

市税 101 億 7264 万円 61 億 2958 万円

地方交付税 69 億 0000 万円 46 億 4865 万円

国庫支出金 49 億 7642 万円 10 億 8921 万円

市債 39 億 7020 万円 1970 万円

県支出金 22 億 4294 万円 4 億 7017 万円

地方消費税交付金 11 億 5000 万円 8 億 9356 万円

使用料および手数料 3 億 9562 万円 1 億 9193 万円

その他 51 億 0747 万円 23 億 9319 万円

合計 349 億 1529 万円 158 億 3599 万円

収入率 45.4％

科　目 予算現額 支出済額

民生費 94 億 2053 万円 42 億 1542 万円

土木費 52 億 6848 万円 13 億 8669 万円

教育費 50 億 9383 万円 20 億 9025 万円

公債費 41 億 4416 万円 19 億 3940 万円

総務費 39 億 1221 万円 15 億 1260 万円

衛生費 25 億 3258 万円 10 億 2422 万円

消防費 16 億 0958 万円 6 億 6573 万円

農林水産業費 15 億 3463 万円 6 億 1958 万円

商工費 10 億 1338 万円 7 億 4986 万円

その他 3 億 8591 万円 1 億 9479 万円

合計 349 億 1529 万円 143 億 9854 万円

支出率 41.2％

予算現額

予算現額

収入済額

支出済額

問 財政課　　（２３）８７９７

　平成 27 年度一般会計の上半期予算現額は前年度からの繰越事業分を含め 349 億 1,529 万円でした。これに対し、
収入済額は、158 億 3,599 万円、収入率 45.4％、支出済額は、143 億 9,854 万円、支出率 41.2％でした。
　前年同期と比較すると、収入率が 3.4％の減（前年度 48.8％）、支出率は 1.1％の増（前年度 40.1％）になっています。
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▲…前年度比減

土地　5,676,411㎡　　　　　建物　328,106㎡ 　　　　　基金　83 億 6710 万円

■市債の借入残高

■特別会計の状況

■財産の状況

■水道事業の状況

目的別

■一般会計
315 億 7538 万円

※目的別、借入先別の残高は右表参照。

■特別会計
　113 億 6952 万円

（内訳）
下水道事業特別会計

101 億 5584 万円
農業集落排水事業特別会計

12 億 1368 万円

借入先別

財務省
105億 0539 万円

33.3%

地方公共団体金融機構
66億2900万円

21.0%

市中銀行
51億3802万円
16.3%

共済等
26 億 0034 万円

8.2%

その他
67 億 0263 万円

21.2%

臨時財政対策債等
150億7247万円

47.7%土木債
79 億 0307 万円

25.0%

教育債
44 億 6691 万円

14.2%

衛生債
10 億 9938 万円

3.5%

総務債
10 億 6432 万円

3.4%

その他
19 億 6923 万円

6.2%

会　計　名 予算現額 収入済額　（収入率） 前年度歳入比
支出済額　（支出率） 前年度歳出比

国民健康保険事業費 92 億 1930 万円 95 億 2770 万円 （103.3%） 0.5％
89 億 7781 万円 （97.4%） 8.5％

下水道事業 22 億 1300 万円 21 億 0000 万円 （94.9%） ▲ 6.1％
20 億 2745 万円 （91.6%） ▲ 6.1％

農業集落排水事業 2 億 0370 万円 2 億 0997 万円 （103.1%） ▲ 4.9％
1 億 9503 万円 （95.7%） ▲ 2.5％

介護保険 57 億 7762 万円 57 億 8866 万円 （100.2%） 4.4％
56 億 7535 万円 （98.2%） 4.9％

子育て支援券 9 億 5070 万円 1 億 6789 万円 （17.7%） 0.3％
1 億 0681 万円 （11.2%） 3.2％

後期高齢者医療 6 億 2281 万円 6 億 1673 万円 （99.0%） ▲ 1.7％
6 億 0906 万円 （97.8%） ▲ 2.4％

須賀川財産区 73 万円 74.7 万円 （102.3%） 10.8％
49.6 万円 （67.9%） ▲ 9.3％

　水道事業会計営業収支の決算額は、収益 15 億
7,600 万円、支出 14 億 7,501 万円で、前年度
と比較すると収益 1 億 8,007 万円（12.9％）、支
出 1 億 1,130 万円（8.2％）のそれぞれ増でした。
　資本的収支の決算額は、収入 3 億 664 万円、
支出 7 億 8,408 万円で、前年度と比較すると収
入 8,645 万 円（22.0 ％）、 支 出 1 億 1,186 万 円

（12.5％）のそれぞれ減でした。

《収益的収支》
事業運営を目的とした収支

収入 15 億 7600 万円
支出 14 億 7501 万円

《資本的収支》
設備整備を目的とした収支

収入 3 億 0664 万円
支出 7 億 8408 万円

■収入および支出の状況

給水戸数 26,197 戸
給水人口 69,332 人

■業務の状況

企業債 64 億 5330 万円
一時借入金 0 円

■企業債および一時借入金の現在高
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問 財政課　　（２３）８７９７

　平成 26 年度一般会計の最終予算額は 338 億 8,682 万円でした。これに対し決算額は、歳入 330 億 5,819 万円、
歳出 316 億 1,810 万円で、前年度と比較すると歳入 39 億 2,685 万円（10.6％）の減、歳出 38 億 7,450 万円（10.9％）
の減でした。
　収入済額の主な内訳は、市税 109 億 3,434 万円、地方交付税 70 億 8,576 万円、国庫支出金 40 億 7,841 万円、
市債 22 億 9,050 万円などでした。
　また、支出済額の主な内訳は、民生費（社会福祉・児童福祉関係経費） 95 億 5,487 万円、総務費 42 億 9,600 万円、
土木費（道路、橋、公園などの施設整備経費） 36 億 5,051 万円、公債費（借入金の返済） 41 億 1,844 万円、教育費（小・
中学校、公民館、体育施設関係経費） 38 億 443 万円などでした。

■歳入 ■市税の状況

■歳出科目別 1人当たり決算額

■一般会計の状況

■歳出

合計
330 億 5819 万円

収入率
97.6%

合計
316 億 1810 万円

支出率
93.3%

税　　　目 収入済額
固定資産税 49 億 7891 万円

市民税 48 億 9664 万円
市町村たばこ税 5 億 3448 万円

都市計画税 3 億 2783 万円
軽自動車税 1 億 7476 万円

入湯税 2172 万円
特別土地保有税 0 円

合計 109 億 3434 万円

科　　　目 1 人当たり決算額
議会費 4,043 円 
総務費 58,853 円 
民生費 130,896 円 
衛生費 30,195 円 
労働費 4,869 円 

農林水産業費 17,722 円 
商工費 12,806 円 
土木費 50,010 円 
消防費 15,138 円 
教育費 52,118 円 

災害復旧費 79 円 
公債費 56,420 円 

市税
109 億 3434 万円

33.1%

地方交付税
70 億 8576 万円

21.4%国庫支出金
40 億 7841 万円

12.3%

使用料および
手数料

4億 2484 万円
1.3%

地方消費税
交付金

9億4034万円
2.9% 県支出金

20億8960万円
6.3%

その他
52 億 1440 万円

15.8%

市債
22 億 9050 万円

6.9% 市民一人あたりの
市税負担額（※）

149,794 円 

市民一人あたりに
使われた金額

433,148 円 

※住民基本台帳人口　72,996 人
（平成 27 年 3 月 31 日現在）

民生費
95 億 5487 万円

30.2%

その他
26 億 9611 万円

8.6%

総務費
42 億 9600 万円

13.6%

土木費
36億 5051万円

11.6%

衛生費
22億 0412万円

7.0%

農林水産業費
12億 9363万円

4.1%

公債費
41 億 1844 万円

13.0%

教育費
38 億 0443 万円

12.0%

平成 26年度決算の概要
大田原市の財政状況
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